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は じ め に

認知症介護研究・研修仙台センター

センター長 長 嶋 紀 一

認知症介護研究・研修仙台センターでは、平成17年度研究事業として、「平成17年度老人

保健健康増進等事業補助金」により、研究課題を「認知症高齢者における介護予防および介

護技術開発に関する研究事業」として統括研究を含めて７課題を設定して、一部外部機関・

施設の研究者の協力を得ながら調査・研究をすすめてきました。

本年度は、介護予防の可能性や認知症の進行抑制の要因を探ることを目的とした地域介入

研究と、認知症ケアにおける基本的な介護技術の開発に関する学際的な研究に取り組み、そ

の成果が広く在宅や施設介護の現場に普及していくよう、また同時に行政に反映できるもの

となるよう研究をすすめてきました。

研究をすすめるにあたり、厚生労働省老健局計画課をはじめとして、多くの研究機関、老

人福祉施設及びそれらの関係者、研究協力者の方がたのご協力、ご支援を賜り心より感謝申

しあげます。

本報告書が認知症高齢者およびその家族の方がた、さらに認知症高齢者の介護に関わる多

くの関係者の方がたに少しでも役に立てていただければ幸いです。

平成18年 3 月31日





認知症高齢者における介護予防および介護技術開発に関する研究事業
－　総括研究報告書　－
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［はじめに］

2015年の高齢者介護に示されているように、これからの高齢社会においては「高齢者が尊

厳をもって暮らすこと」を確保することが急務であり、たとえ介護が必要になった状態にな

っても「尊厳を支えるケア」を実現することは重要な課題となる。また要介護高齢者の約半

数に認知症の影響が見られる現状を考えると、これからの高齢者介護は認知症介護を標準モ

デルに考えていくことが必要となる。さらに今後10年間で高齢者人口が類をみない早さで急

増する状況を鑑みても、介護予防を含めた認知症高齢者介護の標準化が望まれている。

「高齢者が尊厳を持って暮らすこと」を確保するためには、高齢者自身が健康で質の高い

生活を送ることができるような要因を探ることが重要となる。そのためには介護予防や認知

症予防の要因を探り、それを広く一般社会に普及していくことが重要である。特に近年要支

援、要介護１のレベルの人が急増していることを考えると、認知症介護に関する研究だけで

はなく、介護予防に関する研究も緊急課題といえるだろう。

本研究では、高齢者自身の介護予防の可能性と、軽度認知症を含む要支援者等の進行抑制

の要因を明らかにすることを目的に、縦断的な地域調査と、継続した地域介入研究を行い、

高齢者が健康で質の高い生活を送るための要因と介護予防や認知症予防の可能性を探るため

の研究を行った。また在宅や施設を含めた認知症高齢者に対するコミュニケーション技法を

含めた基本的な介護技術の開発等に関して学際的な研究を行い、その成果を広く在宅や施設

介護の現場に普及していくことにより、高齢者だけではなく、高齢者予備群、および認知症

高齢者および介護家族の生活の質の向上と維持を図ることを目的に行われた学際的かつ実践

的な研究事業である。
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［研究目的と方法］

本研究は、大きく「介護予防と認知症予防に関する研究」と「認知症ケアにおける基本的

な介護技術の開発」の２つの研究に分けられる。

介護予防と認知症予防に関する研究は、「加齢と健康に関する縦断研究の追跡調査－国見

地区の２年後の追跡調査－」と「加齢と健康に関する縦断的第 2 次介入研究」において行わ

れた。

また「認知症ケアにおける基本的介護技術の開発」に関する研究は、「認知症ケアにおけ

るエキスパートシステム開発の基礎的研究」、「認知症高齢者の効果的な生活活動支援に関す

る研究」、「効果的な対象者理解とコミュニケーション技法に関する研究」そして「認知症高

齢者についての効果的介護行為の検討と QOL 向上に関する研究」においてそれぞれ検討さ

れた。

1．介護予防と認知症予防に関する研究

（1） 加齢と健康に関する縦断研究の追跡調査－国見地区住民の２年後の追跡調査－

（加藤伸司　他）

高齢者が健康で質の高い生活を送るためには、介護予防や認知症予防を含め、心身ともに

健康な生活を維持していくことが重要であり、その要因を明らかにすることを目的にこれま

で加齢と健康に関する縦断調査を行ってきた。本研究は、2003年に仙台市青葉区国見地区で

行った縦断研究の基礎調査をもとに 2 年後の変化を比較することを目的に行った追跡調査で

ある。調査内容は2003年の基礎調査とほぼ同一の項目で、「基本属性」「ADL ：日常生活動

作」「家族構成」「日常生活状況」「生活習慣」「一般健康状態」「健康状態に関する自覚」「日

常活動状況」「対人交流」「社会活動」「老性自覚」等で構成されている。調査対象者は 2 年

前の基礎調査に協力してくれた住民372人である。

調査方法は訪問面接調査であり、調査期間は、2005年 8 月 2 日～ 9 月28日までの58日間で

ある。今回の結果は、今回調査時の対象者230人と同一の230人の 2 年前のデータを比較した

ものである。

� 加齢と健康に関する縦断的第 2 次介入研究

（矢吹知之　他）

本研究は、地域在住高齢者の効果的な介護予防活動および介入プログラムの実用性と有効

性を検証することを目的として行われた。対象は気仙沼大島地区住民であり、2003年に行っ

た介入研究の結果を検討し、効果的であると考えられた生活介入型健康運動プログラムを提

案し、実施率や身体機能測定値（ 6 項目）の変容から介入前後を比較検討した。

介入プログラムは、1 回につき約 2 時間であり、内容は、介護予防、認知症の理解を目的

とした講義を20分間行い、その後健康チェック、身体機能測定を行った。また、健康や地域

生活に関する質問紙を用いた聴き取り調査を行った。さらに、生活介入型運動プログラムの

説明を実技として行い、内容を図示したポスターを配布した。同様の内容で、4 カ月後に追

跡を行った。
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2．認知症ケアにおける基本的介護技術の開発

（1） 認知症ケアにおけるエキスパートシステム開発の基礎的研究

（内藤佳津雄　他）

本研究では、利用者主体の視点を持って、認知症ケアの複雑さや多様性を考慮しつつ、ケ

ア手法を標準化することを目的とし、認知症介護の実務的専門家（エキスパート）のもつ問

題解決上の知識を収集して、エキスパートシステム開発の方法を用いた情報の活用の可能性

と有効性について検討した。

調査対象者は認知症介護研究・研修仙台センターにおいて認知症介護指導者養成研修を修

了した258名の指導者であり、食事の介護場面について 3 つの場面と課題を設定し、（1）理
由や原因として考えられること、（2）それに対する介護・対応、（3）それがうまくいかなか
ったときの対応、（4）さらに確認を必要とする情報、について自由に記入を求めた。

（2） 認知症高齢者の効果的な生活活動支援に関する研究

（阿部哲也　他）

本研究は、現在グループホームにおいて認知症高齢者が行っている活動の実態把握を行う

とともに、生活の中で継続的に行われている活動と認知症高齢者の属性及び認知症の行動・

心理症状（BPSD）との関連を明らかにし、認知症高齢者の安定した生活支援のための効果

的な活動方法を検討することを目的とした。調査は全国の認知症高齢者グループホーム389

カ所について実施した。調査内容は施設に入居している高齢者を 1 名任意に選定してもらい、

事例の属性（年齢、要介護度、性別、認知症の種類、入居期間）、入居時と現在の BPSD 頻

度（無い～頻繁にあるまで 6 段階）及び施設の生活で現在継続している活動（生活義務活動、

余暇活動、趣味活動等）の種類、活動時間、活動期間について複数回答及び記述式にて回答

を依頼した。

（3） 効果的な対象者理解とコミュニケーション技法に関する研究

（吉川悠貴　他）

本研究は、認知症高齢者に対する理解のしかたと、それに基づく対応方法、及び対象者理

解や対応方法の選択へ影響する要因について検討することを目的とした。対象は 9 施設（特

養・老健・デイサービス・グループホーム）の介護職員231名と、3 校の介護課程を持つ大

学の学生275名であり、認知症高齢者の架空事例（「帰宅願望」「失禁不安」「他利用者への過

度の援助」のうち 1 事例）を示し、事例への対応方法とその理由、事例の記述から使用した

情報、対応の実施可能性等について、主に調査票への自由記述により回答を求めた。また認

知症高齢者イメージと社会的スキル尺度を対象者全員に、介護職員にはバーンアウト尺度を、

大学生には実習適応感尺度を実施した。

（4） 認知症高齢者についての効果的介護行為の検討とQOL 向上に関する研究

（菊池真弓　他）

本研究では、認知症高齢者に対する介護行為について、自らの行動の一部を語ることが可

能な認知症高齢者と彼らの介護者に実際にその行為をどの様に受け止めているかについて聞

き取り調査を実施し、両者の「介護行為」の受け止め方の比較を行なうことによって、両者
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の差異点およびその原因、差異を少なくするような方法について検討し、認知症高齢者の

QOLを向上するための介護行為を明らかにすることを目的とした。

本調査の対象者は、① S市グループホームに入居している認知症高齢者 8 名とその介護担

当者 6 名、②M市グループホームに入居している認知症高齢者10名とその介護担当者11名

であり、認知症高齢者の選定については、痴呆自立度Ⅱ以下・ CDR1 以下のいずれかに該当

する人ととした。

調査対象者への調査項目は、「センター方式シート」（B-3「暮らしの情報（私の暮らし方

シート）」、B-4「暮らしの情報（私の生活環境シート）」、D-1「焦点情報（私ができること・

できないことシート）」）などを参考にしながら焦点化し、構成を検討した。それに基づき聞

き取り面接調査のためのシートを作成した。また、調査員は、事前の教育・トレーニングを

行なった教員 2 名、学生 3 名とし、面接時間は一人15分～30分程度で行なった。介護担当者

には、認知症の症状にある調査対象者の「気持ち」と「支援してほしいこと」について聞き

取り面接調査を実施した。また、調査員は、教員 2 名で、一人15分～30分程度で行なった。

［研究結果］

研究結果の概要を「介護予防と認知症予防に関する研究」と「認知症ケアにおける基本的

介護技術の開発」のそれぞれの観点からまとめる。

1．介護予防と認知症予防に関する研究

（1） 加齢と健康に関する縦断研究の追跡調査－国見地区住民の 2 年後の追跡調査－

（加藤伸司　他）

対象者は、国見地区の2003年の基礎調査に協力してくれた55歳以上の住民372人である。

このうち今回の追跡調査に協力してくれたのは、6 割にあたる230人であった。除外された

142人の内訳は、死亡が 8 人、入院・入所・転居を含む調査辞退者が134人であった。調査対

象者の内訳は、男性96人（41.7％）、女性134人（58.3％）であり、前回調査時の年齢コホー

ト別内訳は、壮年期群61人（26.5％）、前期高齢期群82人（35.7％）、後期高齢期群87人

（37.8％）であった。今回の結果は、今回調査時の対象者230人と同一の230人のデータを比

較したものである。

今回の追跡調査の結果から、病気を有している人の増加、主観的健康感の低下傾向、老い

の自覚の増加傾向など、加齢に伴う経年変化の影響がいくつかみられた。しかし、趣味活動

を行う人の増加傾向や趣味を行う頻度の増加傾向、毎日運動する人の増加傾向、日常生活能

力の向上、昼寝の習慣がある人の増加傾向などが認められた。

（2） 加齢と健康に関する縦断的第 2 次介入研究

（矢吹知之　他）

介入前後の身体機能測定値では、「膝伸展筋」と柔軟性を測る「長座体前屈」が有意に向上

し、「棒反応」については、有意に低下していた。また、参加者を「向上・維持群」と「低

下群」のカテゴリーに分類し比較したところ、「棒反応」以外の 5 項目は維持または向上し
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ていることから、敏捷性以外の項目は向上していた。

生活介入という視点から見た、運動プログラムの実用性については、初年度の結果も踏まえ、

生活の動作中に含まれる運動である「歩行（walking）」と「微細運動（fingers）」に限定する

ことによって実用性が高まり、継続性が期待できる可能性が見いだされた。そして、これら

の運動を行うことによって、膝伸展筋力と握力が有意に向上することから、高齢期の下肢筋

力低下の抑制にきわめて有効な運動プログラムであることが示唆された。さらに、これらの

運動の継続性を向上する予測因子として握力測定値が有効であった。生活介入型運動プログ

ラムの実施は、地域在住高齢者の改正介護保険法における介護予防サービスを補完する活動

となることが期待できるという結果であった。

2．認知症ケアにおける基本的介護技術の開発

（1） 認知症ケアにおけるエキスパートシステム開発の基礎的研究

（内藤佳津雄　他）

調査票は、258名中63名から返送があり、計105部（回収率20.3％）の調査票を回収するこ

とができた。調査票の記入者は、平均年齢40.5歳（SD10.3：範囲24～69歳）、認知症介護に

関する平均経験年数9.3年（SD5.0：範囲 1 ～25年）であった。また資格については、介護福

祉士が75名（71.4％）と最も多く、その他は看護師10名、社会福祉士 6 名などであった。

本研究では、まず収集した「理由や原因として考えられること」について、食事に関する

行動に関する本人の動機に着目して分類を行った。次に分類した理由・原因ごとに、それに

対する介護・対応や確認を必要とする情報について内容の広がりを調べた。例えば、「途中

で食事が止まってしまう」場合の理由・原因については426の意見が収集されたが、40個に

分類することができた。このようなエキスパートの持つ知識を収集し、整理することによっ

て、情報の多様性を活かしながら、一定の収束した情報に集約し、利用可能であることが示

唆された。

（2） 認知症高齢者の効果的な生活活動支援に関する研究

（阿部哲也　他）

認知症の行動・心理症状（BPSD）の増減と活動との関連を分析した結果、活動実施群の

割合が有意に多いものは「運動実施と徘徊頻度増加割合」（実施群34.5％、未実施群22.1％）、

「外出活動実施群と妄想頻度増加割合」（実施群42.4％、未実施群25.7％）、「家事活動実施と

無気力症状が入居時から無くて現在も無い割合」（実施群56.0％、未実施群34.5％）、「屋外作

業実施と無気力症状が入居時から無くて現在も無い割合」（実施群58.2％、未実施群49.6％）

などがみられた（いずれも p<.05）。

これらの結果から、生活関連活動の継続が徘徊の減少や無気力症状抑止の一要因として関

連している傾向が明らかとなった。一方、グループホームでは徘徊の増加には外出系活動が、

妄想症状の増加に対しては運動系活動が実施される傾向が明らかとなった。
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（3） 効果的な対象者理解とコミュニケーション技法に関する研究

（吉川悠貴　他）

今回の調査の有効回答数は、介護職員が89票（38.5％）、学生が81票（29.5％）であった。

また介護経験の差によって対象者を 4 群に分け（学生実習未経験群／学生実習経験群／介護

職員経験 3 年未満群／介護職員経験 3 年以上群）比較した。対応方法については、学生実習

経験群では「『問題行動』への直接対処」、介護職員経験 3 年未満群で「本人の意思や個別性

の尊重」がそれぞれ多く、介護職員経験 3 年以上群で「意思確認や精神的な安定・信頼関係

の形成」が多いなどの傾向が認められた。また対応方法を導いた理由と使用情報を比較した

結果、対応方法と類似した選択傾向がみられた。対応の自身での実施可能性は、学生 2 群よ

りも介護職員 2 群がそれぞれ高かった。認知症高齢者イメージでは、因子分析により「親和

性」と「力動性」の 2 因子が抽出され、対応方法等への影響はなかったが、学生実習未経験

群で「親和性」の得点が低かった。また社会的スキルでは、合計得点の高低により比較を行

ったが差はみられなかった。バーンアウトでは、因子分析の結果「情緒的消耗感と脱人格化」

と「個人的達成感」の 2 因子が抽出され、「情緒的消耗感と脱人格化」が高い群と「個人的

達成感」の低い群では、「利用者の意思や個別性に対するアプローチ」を対応として選択し

ない傾向があり、理由や使用情報にも違いがみられた。実習適応感尺度では、因子分析の結

果「適応感」「苦悩感」「独自性」の 3 因子が抽出され、対応方法として「苦悩感」が高い群

で「利用者の意思や個別性に対するアプローチ」を選択する場合が多く、理由や使用情報に

ついても違いがみられた。

（4） 認知症高齢者についての効果的介護行為の検討とQOL 向上に関する研究

（菊池真弓　他）

調査対象者の「気持ち」を聞き取った結果から出現頻度をみると、「興味・関心・遊びな

ど」（15.4％）、「その他」（14.1％）、「食事の習慣」（10.1％）、「心地よく過ごせる環境」

（8.7％）、「人とのかかわりの場」（6.7％）などの項目に対する回答が多かった。また、調査

対象者が「支援してほしいこと」をみると、「心地よく過ごせる環境」（17.7％）、「興味・関

心・遊びなど」（15.2％）、「食事の習慣」（12.7％）、「移動・移乗」・「人のかかわりの場」

（6.3％）などの項目の出現頻度が多くなっているという結果であった。また介護担当者に対

して「調査対象者がどんな気持ちでいるのか」を聞き取った結果から出現頻度をみると、

「その他」（69.1％）、「人とのかかわりの場」（7.7％）、「興味・関心・遊びなど」（7.1％）な

ど、「その他」の項目が全体の約 7 割と圧倒的に多く、かなり個別性がみられた。

次に、「調査対象者の気持ちに対してどのような支援を心がけているか」についての結果

をみると、調査対象者の気持ちと同様で「その他」（69.6％）、「人とのかかわりの場」（6.3％）、

「興味・関心・遊びなど」（8.0％）など、「その他」の項目が全体の約 7 割を占めており、個

別性がみられた。また調査対象者と介護担当者の気持ちと支援の整合性は、「両者の気持ち

と支援に整合性がみられたもの」は 3 事例、「両者の気持ちと支援にずれが生じたもの」は

31 事例となっていることから、両者の気持ちと支援の整合性は全体の 1 割にも満たないと

いう結果であった。このように、気持ちのずれや把握が難しい事例の場合は支援につながり

にくいこと、気持ちの整合性はみられるが、対象者の支援の内容が示されない場合には支援

の整合性につながりにくいことが本事例から明らかになった。

─7─



［考　　　察］

本年度の研究事業では、認知症高齢者における介護予防および介護技術開発をめざして、

「介護予防と認知症予防に関する研究」と「認知症ケアにおける基本的介護技術の開発」の

視点から、6 つの研究プロジェクトを進めてきた。

「介護予防と認知症予防に関する研究」に関しては、要介護認定者の数が急速に増加して

いる現状において、積極的に取り組むべき課題といえる。特に要支援と要介護 1 という比較

的軽度の介護状態にある人が急増している現実を考えると、現在自立している高齢者の介護

予防をいかに考えていくかは緊急の課題である。

我々は、平成16年度の研究事業で、加齢と健康に関する縦断研究の基礎調査を都市部の55

歳以上の住民を対象に行ってきた。今回の調査は、2 年後の追跡調査であるが、今回の追跡

調査の結果から、病気を有している人の増加傾向、主観的健康感の低下傾向、老いの自覚の

増加傾向などの加齢に伴う経年変化の影響がいくつかみられた。しかし、趣味活動を行う人

の増加傾向や趣味を行う頻度の増加傾向、毎日運動する人の増加傾向、日常生活能力の向上、

昼寝の習慣がある人の増加傾向などが認められ、健康を維持するための努力や、生活の質の

向上が図られていることが明らかとなった。しかし今回の調査では、前回に比べて 40.3 ％

の人がドロップアウトしており、今回調査に協力してくれた人たちは、健康を維持している

一群と考えることもできる。そのため今後はドロップアウト群と今回調査に協力してくれた

群の 2 年前の基礎調査のデータを比較し、その時点での生活習慣に違いが見られるのかどう

かを検討していくことが重要であり、健康を維持して質の高い生活を送るための要因につい

て、さらに詳細な分析を行っていくことが課題である。

また我々は、介護予防や認知症予防に関して、特定の地域に継続的な介入プログラムを実

施することにより、検討してきた。これまで気仙沼大島地区を対象とした「大島スタディ」

では、気仙沼大島地区の57歳以上の地域住民の日常生活習慣に溶解した介入プログラムと、

運動プログラムの効果とその実用性について縦断的に検証した。まず、2003年と2005年に行

った介入調査の基本項目の経年比較を行ったところ、日常生活中の運動習慣、地域活動への

参加、健康状態の自覚それぞれについて若干の低下が見られた。しかし、これらの低下の比

率はごくわずかであることから加齢の影響の範囲内であると理解できる。プログラム参加者

数については、2003年と比較するとほぼ同数の参加者数で介入プログラムの定着も示唆され

た。大島地区における介入プログラムは、加齢と健康の関連の実態把握を目的とした訪問調

査による「加齢と健康に関する縦断調査」と連動して実施されていることによって、地域住

民の健康意識や介護予防の意識への介入効果をもたらし、参加行動を促進する働きかけがな

されていると考えることができる。

次に、介入プログラムにおいては、日常生活で実施可能と思われる生活介入型運動プログ

ラムの提案を行いその効果測定を各身体機能測定値で評価を行った。継続的に習慣化できる

運動プログラムとは、導入において参加者が関心を持つことが重要であることから、提案し

た生活介入型各運動プログラムの実施予測は重要な手がかりとなり得る。その結果から手指

運動のような微細運動は特に取り組みやすく、実際の実施率も高くなり、一方、下肢筋力の

強化については、歩行のような日常生活動作をアレンジするものは実施率が高く、軽度の負

荷をかけ非日常的な動作の中で直接的に筋力を強化する種目については実施率の低下を助長
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することが示唆された。また、歩行に関しては実施予測と結果について大きな隔たりはない

ことから、最も実施しやすく、参加者の継続実施を評価しモチベーションを高めるために有

効な運動であると考えられる。つまり、今回の結果から継続的な実施を可能にする運動プロ

グラムは、歩行のような日常生活中の動作の延長にある動作で、手指、足指を動かす「微細

運動（fingers）」が行動変容への心理的側面に与える影響として有効であることが推測された。

認知症は加齢とともに加速度的に増加する疾患であり、現在我が国には170万人とも180万

人ともいわれる認知症の人がいるといわれている。このような現状において、認知症の人に

対する基本的な介護技術の開発は、非常に重要な課題である。今回我々は、「認知症ケアに

おける基本的介護技術の開発」という大きな研究テーマの中で、「認知症ケアにおけるエキ

スパートシステム開発の基礎的研究」、「認知症高齢者の効果的な生活活動支援に関する研

究」、「効果的な対象者理解とコミュニケーション技法に関する研究」そして「認知症高齢者

についての効果的介護行為の検討と QOL 向上に関する研究」という 4 つのプロジェクト研

究を行ってきた。

「認知症ケアにおけるエキスパートシステム開発の基礎的研究」では、多くのエキスパー

トに対する調査結果から、食事に関する認知症ケアの場面における「原因・理由」の集約を

試みた。その結果、集約されたカテゴリーは多岐にわたり、多様性があり、またカテゴリー

ごとに出現頻度の違いが認められた。また、場面の違い（課題の違い）によって異なる「原

因・理由」のカテゴリーが得られ、分布の様子も異なっていた。このようなデータは、多様

性がありながら、その中からの選択を検討するための優先順を示唆するために有効であると

考えられ、エキスパートシステムの原データとしての有効性の一端が示された。今後の課題

としては、このような評価ステージを試行することと、他の場面についてもデータの取得を

行い、同様のデータが得られるか検討することなどが挙げられる。とくに今回の事例 Cで

は他の 2 事例に比べ、得られた回答の多様性がやや低いという結果が得られ、課題の特性と

それに対して得られる回答の傾向を検討しなければならないと考えられた。

「認知症高齢者の効果的な生活活動支援に関する研究」は、認知症高齢者の安定した生活

支援のための効果的な活動方法を検討することを目的としている。認知症の行動・心理症状

（BPSD）ごとの増減変化と活動実施の関連については、徘徊頻度の増加と運動、妄想頻度の

増加と外出活動、無気力症状の抑止と家事活動、屋外作業に関連が認められた。BPSD 頻度

の増減と活動種類の関連についてまとめると、家事活動、屋外作業などの生活関連活動は徘

徊や妄想、無気力症状などの BPSD について改善あるいは症状出現防止の効果を期待できる

ものであり、外出や運動などの余暇活動は妄想や徘徊症状の改善効果を期待するよりも、現

在のグループホームにおける対応の傾向を表した結果と考えられる。今後は、BPSD の頻度

だけではなく症状の詳細な内容の収集と、活動の実施過程の分析が課題と考えられるだろう。

「効果的な対象者理解とコミュニケーション技法に関する研究」では、認知症高齢者に対

する理解のしかたと、それに基づく対応方法、及び対象者理解や対応方法の選択へ影響する

要因ついて、介護職員と学生を比較して検討してきた。その結果、学生は BPSD 等や「危

険・悪影響」という目の前のネガティブな状況にとらわれがちだが、介護職員は利用者の意

思や精神安定の視点に立った対応や理由を選択する傾向がみられた。特に介護職員経験 3 年

以上群の対応は、利用者の生活歴・背景をふまえた上でのものと考えられ、学生実習経験群

の対応との差異が大きかった。また認知症高齢者に対する親和的イメージは、対応方法決定
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への直接的な影響要因というよりは、介護経験自体の有無に関連するものと思われた。さら

に、介護職員のバーンアウト傾向の高さや大学生の実習に対する「苦悩感」など、介護経験

の長さには単純に還元できない対応方法や視点に関連する要因も見出され、支援や教育の必

要性が示唆された。

「認知症高齢者についての効果的介護行為の検討とQOL 向上に関する研究」では、認知症

高齢者に対する介護行為について、認知症高齢者とその人を介護する介護者に実際にその行

為をどの様に受け止めているかについて聞き取り調査を実施し、両者の「介護行為」の受け

止め方の比較を行なった。今回の結果から、調査対象者の気持ちは、興味・関心や食事など

の習慣、人的物的な環境、日常生活を過ごすなかでの行為や人間関係などに基づき、介護担

当者の気持ちは、調査対象者の行動障害、日常の体調、性格などから気持ちを推測しようと

する傾向にあることが明らかとなった。介護担当者は、調査対象者の多種多様な気持ちをい

かに気づき、本人が望むかかわり方、外出といってもその頻度や移動手段、役割といっても

本人の体力や気持ちを考えたアクティビティへの配慮がなされた調整を行なうことが必要で

あり、課題であると考えられた。

今回の報告書にまとめられた平成17年度の研究事業は、一般の高齢者や認知症の人が健康

で質の高い生活を送ることができるような具体的方法を検討することを目的に行われてき

た。今年度の研究の大きな柱は、「介護予防と認知症予防」それに「認知症ケアにおける基

本的な介護技術の開発」である。研究を進めるにあたって常に念頭に置いてきたことは、一

般の高齢者や介護を学ぶ人たち、それに実際に介護現場で働く人たちにとって役立つ研究で

あるということであり、実際に高齢者にプログラムに参加してもらうことや、介護を学ぶ人

に考えてもらうこと、研究結果を広く公開することなど、できる限り多くの人に研究に参加

してもらったり、研究成果を認知症介護の現場に還元する努力を行ってきた。今回の研究で

残された課題も多いが、今回の報告書の内容が在宅で生活する人や、施設において実際の介

護に少しでも役立つことができれば幸いである。さらにそのことが一般の高齢者や認知症の

人、および介護家族の生活の質の向上に役立てることができれば、研究の大きな目的は達成

されたことになる。今後もさらに研究をすすめ、一般の高齢者や認知症の人、介護家族、お

よび介護に携わるすべての人々のために貢献できるように努めていきたい。

［研究に対する倫理的配慮］

本研究事業は、分担研究すべてを含め、「認知症介護研究・研修仙台センター倫理審査委

員会」において審査され、倫理的な面について十分な検討と配慮が行われた。調査研究に関

しては、研究協力者となる認知症高齢者を含む高齢者および家族、調査対象となる施設職員、

訪問介護員等に対して研究の趣旨、期待される成果等に関する十分な説明を行った上で同意

を求め、同意が得られた研究協力者を対象に行われた。また個人情報を収集する調査等に関

しては、説明書と同意書を用い、同意書に必要事項を記載してくれた対象者に対してのみ調

査を行った。また認知症高齢者に対して同意を求めることが困難だった場合には、その家族

に同意を求め、同意が得られた研究協力者を対象に調査を行った。
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加齢と健康に関する縦断研究の追跡調査
－　国見地区の2年後の追跡調査　－

認知症介護研究・研修仙台センター，東北福祉大学

加 藤 伸 司

認知症介護研究・研修仙台センター

吉 川 悠 貴

認知症介護研究・研修仙台センター，東北福祉大学

矢 吹 知 之 　 阿 部 哲 也 　 浅 野 弘 毅

認知症介護研究・研修仙台センター，日本大学

長 嶋 紀 一

［はじめに］

世界に類をみない速さで高齢化と長寿化が進んできた我が国において、高齢者問題は、国

民的関心事である。また団塊の世代と呼ばれる戦後のベビーブームに生まれた人たちが高齢

者の仲間入りをする2015年を間近に控え、高齢者対策は急務といえるだろう。加齢に伴って

慢性疾患の有病率が高まり、認知症の出現頻度も加速度的に増加するのは、周知の事実であ

る。我々は誰しもが健康で生き甲斐のある生活を望んでおり、平均寿命を延ばすだけではな

く、質の高い生活を維持できる活動余命をのばしていくことがこれからの課題となる。

高齢者が健康で質の高い生活を送るためには、介護予防や認知症予防を含め、心身ともに

健康な生活を維持していくことが重要である。健康な生活を維持するための要因を日常生活

の視点でとらえ、それを明らかにすることができれば、それを日常生活の中で実践していく

ことが可能となる。本研究は2003年に仙台市青葉区国見地区で行った縦断研究の基礎調査と

2年後の変化を比較することを目的に行った追跡調査であり、加齢が健康に及ぼす影響と、

介護予防の要因を明らかにすることを目的に行われている縦断的研究である。
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［方　　法］

対象は仙台市青葉区国見地区に在住する2003年当時55歳以上の住民1,932人のうち、2年前

の基礎調査に協力してくれた住民372人である。調査の内容は2003年の基礎調査とほぼ同一

の項目であり、「基本属性」「ADL：日常生活動作」「家族構成」「日常生活状況」「生活習慣」

「一般健康状態」「健康状態に関する自覚」「日常活動状況」「対人交流」「社会活動」「老性自

覚」等で構成されている。調査を行うにあたっては、調査の趣旨と協力依頼を明記した手紙

を個別に郵送し、その後電話で調査協力を依頼して調査日を調整することとした。調査は対

象者の自宅に調査員が訪問する面接聞き取り調査とし、訪問時に調査内容の説明を行って同

意が得られた人に対して調査を行った。調査期間は、2005年8月2日～9月28日までの58日間

であった。

［結果の概要］

1．対象者の概要

■対象者の内訳

調査協力者は対象者372人中約6割にあたる230人であり、142人が調査から除外された。

その内訳は、死亡が8人、入院、入所、転居を含む調査辞退者が134人であった。調査対象

者の内訳は、男性96人（41.7％）、女性134人（58.3％）であり、前回調査時の年齢コホー

ト別内訳は、壮年期群61人（26.5％）、前期高齢期群82人（35.7％）、後期高齢期群87人

（37.8％）であった。今回の結果は、今回調査時の対象者230人と同一の230人のデータを

比較したものである。

世帯構成は、単身者以外の対象者が世帯内で重複しているため、そのまま実数で比較す

ることはできないが、夫婦世帯が96人（41.7％）と最も多く、次いで二世代と三世代がそ

れぞれ44人（19.1％）、単身世帯が40人（17.4％）、四世代が2人（0.9％）の順であり、そ

の他が4人（1.7％）という結果であった。世帯構成は前回同様「夫婦世帯」が最も多く、

全体の約4割を占めており、前回と比較すると3.0ポイント増えていた。また三世代は2.5ポ

イントとわずかに増えていたが、それ以外の「単身」「二世帯」「四世帯」はわずかに減っ

ていた。
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2．一般健康状態

■調査対象者の自立度

ADLに関しては、GBSスケールのADL評価を用いて「着脱衣」「摂食行動」「身体活動」

「自発活動」「衛生管理」「用便管理」の項目について評価した。

調査対象者のGBSスケールADLでは今回の調査でも95％以上の人が完全に自立してお

り、低下した項目は見られなかった。

壮年期群で完全自立している人の割合は、「着脱衣」61人；100.0％（3.3ポイント増）、

「摂食行動」61人；100.0％（前回同様）、「身体活動」61人；100.0％（1.6ポイント増）、

「自発活動」61人；100.0％（1.6ポイント増）、「衛生管理」61人；100.0％（1.6ポイント増）、

「用便管理」61人；100.0％（前回同様）という結果であった。

前期高齢期群で完全自立している人の割合は、「着脱衣」82人；100.0％（1.2ポイント増）、

「摂食行動」82人；100.0％（前回同様）、「身体活動」82人；100.0％（3.7ポイント増）、

「自発活動」81人；98.8％（7.3ポイント増）、「衛生管理」82人；100.0％（1.2ポイント増）、

「用便管理」82人；100.0％（前回同様）という結果であった。

後期高齢期群で完全自立している人の割合は「着脱衣」87人；100.0％（2.3ポイント増）、

「摂食行動」87人；100.0％（1.1ポイント増）、「身体活動」85人；97.7％（5.7ポイント増）、

「自発活動」84人；96.6％（8.1ポイント増）、「衛生管理」85人；97.7％（1.1ポイント増）、

「用便管理」86人；98.9％（2.3ポイント増）という結果であった。
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■ 健康状態

［現在病院にかかるような病気はありますか？］

「現在病院にかかるような病気はありますか？」という質問で、「ある」と回答した人は

全体で164人；71.3％（前回；67.8％）であり、7割以上の人は病院にかかるような病気を

有しているという結果であった。前回と比較すると、今回の方が3.5ポイント病気を有し

ている人が増えている結果であった。

これを年代別に比較すると、壮年期群で病気を有している人は34人；55.7％（前回；

49.2％）、前期高齢期群で58人；70.7％（前回；62.2％）、後期高齢期群で72人；82.8％（前

回；86.2％）であった。年齢が高い群ほど病気を有している人が多いという結果は前回と

同様であるが、前回と比べると、病気を有している人は壮年期群で6.5ポイント、前期高

齢期群で8.5ポイント増えていたが、後期高齢期群では3.4ポイント減っているという結果

であり、前期高齢期群で病気を有している人が増えている傾向が認められた。
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［現在病院にかかるような病気はいくつありますか？］

この中で、複数の病気を有している人は85人；37.0％（前回；27.0％）であり、前回に

比べて10.0ポイント増加していた。

これを年代別に比較すると、壮年期群で複数の病気を有している人は15人；24.6％（前

回；14.8％）、前期高齢期群で30人；36.6％（前回；29.3％）、後期高齢期群で40人；46.0％

（前回；33.3％）であり、高齢になるほど複数の病気を有している人が多いという結果は

前回と同様であるが、前回と比べると複数の病気を有している人は、壮年期群で9.8ポイ

ント、前期高齢期群で7.3ポイント、後期高齢期群で12.7ポイント増加しており、特に後期

高齢期群で複数の病気を有している人が増えている傾向が認められた。
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［過去に病院に入院するほどの大きな病気や怪我をしたことがありますか？］

「過去に病院に入院するほどの大きな病気や怪我をしたことがありますか？」という質

問では、「ある」と回答したのが全体で184人；80.0％（前回；73.0％）であり、8割以上の

人が病気や怪我で入院したことがあるという結果であったが、前回と比較すると、入院し

たことがある人は16人（7.0ポイント）増加していた。

これを年代別に比較すると、壮年期群で入院したことがある人は43人；70.5％（前回；

68.9％）、前期高齢期群で65人；79.3％（前回；68.3％）、後期高齢期群で76人；87.4％（前

回；80.5％）であり、高齢になるほど過去に入院したことがある人が多いという結果は前

回と同様であるが、前回と比べると過去の入院経験は、壮年期群で1.6ポイント、前期高

齢期群で11.0ポイント、後期高齢期群で6.9ポイント増加しており、2年間で壮年期群の1人、

前期高齢期群の9人、後期高齢期群の6人、計16人が入院を経験しているという結果であっ

た。
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